
（13） 高度情報化への対応 
ア  情報システムの構築・情報の発信等 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
 ａ  インターネットへのホームペ
ージ開設  

  

  (a) 内容  〔主なもの〕 
①広島市ホームぺージ 
・新着・更新情報、トピックス、募集
中の情報 
・行政分野別の情報 
様々な情報を「原爆と平和」、「計
画・財政・契約・税」、「生活・文
化・スポーツ」など行政分野ごと
に分類して掲載 
 ･市民暮らしのガイド 
   市税、介護保険、ゴミの出し方な  
ど暮らしに身近な行政サービス
について掲載 
 ･戸籍、住民票の写しなどの申請様式 
 ･組織別情報(各局のページ) 
 ･区役所のページ 
 ･掲示板（みんなの広場） 
   市民が市政に関する意見を交換
するコーナー 
･メールマガジンの発行 
②広島市議会ホームページ 
市議会の役割としくみ、議員紹
介、本会議・委員会、請願・陳情、
意見書・決議、会議録の検索、本
会議録画中継などを掲載 
③ひろしま市民活動支援総合情報
システム（ａ－ネット） 
・施設、団体サークルなどの紹介 

〔主なもの〕 

 ①湯来町ホームページ 

   ・新着・更新情報 

・町の概要 

     湯来町のあらまし 

   ・町の施設 

     各種施設の施設案内  

   ・イベント 

     各種施設での催しもの案内や講座

の募集案内 

   ・お知らせ 

 

 ②町内小、中学校ホームページ 

・ 湯来南小学校 

・ 湯来東小学校 

・ 湯来西小学校 

・ 砂谷中学校 

・ 湯来中学校 

  

 

 ｂ ハイビジョンの導入・普及 
（公共施設分） 

  

  (a) ハイビジョン装置等の導
入 

①広島国際会議場ハイビジョンシス
テム 
②市役所市民ロビーハイビジョンシ
ステム 

なし 

 ｃ 都市型ＣＡＴＶの普及   

 (a) 開設状況 テレトピア計画に基づき都市型
CATV事業者に出資している 
広島ケーブルビジョン(株) 
・対象地域  安佐南区 
(株)中国ケーブルビジョン 
・対象地域  中区、西区 
(株)広島シティーケーブルテレビ 
・対象地域  東区、南区、府中町 
(株)ケーブルシティ２２ 
・対象地域  佐伯区 
(株)ふれあいチャンネル 
・対象地域  安佐北区 

 

 (b) 公共施設への導入 ①新築等の市営住宅 
②区役所､出張所等 

なし 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 

 ｄ 主要情報システムの稼動状況   
 (a) 内容 ①住民記録システム 

住民基本台帳、印鑑登録、外国
人登録 
②財務会計システム 
予算編成、予算管理、資金管理、
決算管理、調定・収入管理、支出
負担行為管理、支出管理、備品
管理、現金管理、会計決算、振替 
物品管理、物品購入契約、業務
委託等契約、工事請負契約 
③人事給与システム 
組織定数管理、人事基本情報管
理、人事異動、昇給等管理、人事
履歴管理、給与等基本情報、給
与等支給事務、給与台帳管理、
人件費予算支援、人件費統計、
福利厚生、試験採点、研修管理、
選挙事務従事管理 
④市税システム 
収納管理、市・県民税、法人市民
税、固定資産税・都市計画税、軽
自動車税、事業所税、特別土地
保有税 
⑤福祉情報システム 
窓口相談支援、手当等管理、給付
等管理、在宅福祉、医療助成、施
設入所措置、貸付償還管理、被爆
者手帳管理、生活保護、支援費 
⑥国民健康保険事務システム 
資格管理、賦課事務、給付管理 
⑦国民年金事務システム 
資格管理、免除事務、給付管理 
⑧介護保険事務システム 
資格記録管理、保険料納付記録
管理、受給者管理、給付実績管理 
⑨市営住宅総合管理システム 
応募者管理、入居者管理、家賃
管理、収入管理 
⑩土木工事設計積算システム 
⑪下水道事業会計システム 
⑫水道料金オンライン・水道施設
情報管理・設計積算・財務会計・
人事給与システム（水道局） 

①住民基本台帳 
住民基本台帳、印鑑登録、外国人登
録 
②財務会計システム 
予算編成、決算管理、調定・収入管
理、支出負担行為管理、支出管理、
現金管理 
③人事給与システム 
人事基本情報管理、人事異動、昇給
等管理、人事履歴管理、給与等基本
情報、給与等支給事務、給与台帳管
理、人件費予算支援、人件費統計、
研修管理、時間外勤務管理 
④税システム 
収納管理、町・県民税、法人町民税、
固定資産税、軽自動車税 
⑤福祉情報システム 
児童手当管理、在宅福祉、医療助
成、被爆者手帳管理、障害者手帳管
理、保育所入所・保育料管理 
⑥国民健康保険システム 
資格管理、賦課事務、調整交付金支
援 
⑦国民年金システム 
資格管理、免除事務 
⑧介護保険システム 
資格管理、保険料納付管理、受給者
管理、給付実績管理 
⑨町営住宅管理システム 
入居者管理、家賃管理、駐車場料金
管理、収入管理 
⑩土木工事積算システム 
⑪下水道システム 
受益者負担金、水洗便所設備資金貸
付償還金 
⑫水道料金・水道会計・水道工事積算
システム 
⑬健康情報システム 
予防接種事務、妊娠・乳児・幼児情報
管理、健康教育・相談事務 
⑭教育システム 

 ｅ 庁内LAN   

 (ａ) 内容 １ 主要運用システム 
①電子メール・スケジュール管
理・電子掲示板・会議室予約 
②ホームページ（閲覧・情報発信） 
③各種データベース（市議会会 
議録検索システム、例規類集
検索システム等） 
④ファイル共有等 
２ パソコン設置 
  本庁、区役所、市立大学、保健
所、舟入病院その他出先機関の
行政職を中心として概ね1人１台
配置 

１ 主運用システム 
  電子メール・スケジュール管理・施設
予約・電子掲示板ほか 
２ パソコン設置 
  本庁、支所、公民館、農村環境改善
センター、保育所、図書館、体育館、
総合福祉センター、国民宿舎その他
の行政職を中心として概ね70％配置 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 

 ｆ 戸籍の電算化  未実施 未実施 

ｇ ＧＩＳ（地図情報システム）の
導入 

①税務地図情報システム 
②自動車騒音評価システム 
③野生生物検索システム 
④農地情報管理システム 
⑤中山間管理システム 
⑥都市計画情報システム 
⑦地震情報ネットワークシステム 
⑧災害情報システム 

なし 

 
  イ  行政情報ネットワーク 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

 ａ  都市計画情報システム   

 (a) 内容 

 

広島市の土地に関する都市計画決定

内容やその他の法規制の情報を提供 

 なし 

 ｂ 総合防災情報システム   

  (a) 内容 

 

① 防災行政無線システム 

P180 イ防災 c防災行政無線システ

ム参照 

② 消防通信指令管制システム 

災害の通報受信から、出動指令まで

の一連の作業をコンピュータ処理し、

現場支援情報の提供、予防・警防情

報の管理、統計資料の作成など、消

防防災業務を総合的に処理する。 

③ 消防画像伝送システム 

④ 地震情報ネットワークシステム 

⑤災害情報システム 

   （③～⑤については P181 参照） 

①防災行政無線システム 

  無線による防災情報の伝達。 

②県防災情報システム 

  気象や雨量などの情報を活用し、迅

速かつ的確な防災体制の構築を図

り、また土砂災害危険箇所等の情報

を提供し、早期避難等の防災対策を

確立する。 

③山崩れ発生予知システム 

  実効雨量80mm、警戒雨量100mmで

避難雨量として表示 （町内５箇所） 

④県震度情報ネットワークシステム 

  県内 99箇所の震度情報により、早

急な初動体制を整え、迅速な災害対

策を実施するとともに、広域応援体

制の確立を図る。 

 ｃ 図書館等のネットワーク    

 

  

 

 (a)  内容 中央図書館・こども図書館・区図書館

（８施設）・まんが図書館及び同安佐閲

覧室で運営 

図書の貸出、返却、予約、リクエスト等

のサービスを行っている。 

広島県域図書館情報ネットワーク（来

いぶらりネット）に検索館として参加 

 ｄ 市民活動支援総合情報システム   

  (a) 内容 市内の主な生涯学習・文化・スポーツ

施設等をネットワーク化し、生涯学習、

まちづくり・ボランティア・ＮＰＯ、芸術・

文化、スポーツ・レクリエーションなど

市民活動を支援する情報を提供する

とともに、施設の空き情報公開、予約

受付を行っている。 

なし 

 ｅ 広島県総合行政通信ネットワー

クシステム 

  

  (a) 内容 P181 広島県総合行政通信ネットワーク

システム参照 

同左 

 f 広島県震度情報ネットワークシ
ステム 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 

  (a) 内容 P181 広島県震度情報ネットワークシス
テム参照 

同左 

 g 広島県防災情報システム   

  (a) 内容 P181 広島県防災情報システム参照 同左 

 
ウ  産業情報ネットワーク 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

 a 産業情報の提供    
 (a) 内容 インターネットを利用して、市内企業の

技術情報や工業技術センターの技術
研究情報等を発信する。 

 (ｂ) 情報の内容 ① 産業技術情報等 
市内製造業者などの有する技術情報 
② 工業技術センター情報 
工業技術センターが行う研究事業、
講習会等の情報 
③ 中小企業施策情報 
各種融資制度、助成制度等に関す
る情報 

 

 (ｃ) 開始時期 平成9年2月3日 

なし 

 

 
  エ  情報教育の推進 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

 a コンピュータ教育    
（平成15年5月1日現在） （平成16年4月1日現在）

区 分 学校数 導入台数 区 分 学校数 導入台数 

１２２校 各校２２台 小学校（3校） ３校 １１３台

１校 ２０台 中学校（2校） ２校 ５５台

１校 １９台 

１校 １８台 

１校 １５台 

１校 １３台 

６校 １１台 

１校 ９台 

２校 ６台 

小学校 

（１３７校） 

１校  ０台 

５８校 各校４２台 

１校 ２３台 

１校 １１台 

１校 ０台 

中学校 

（６１校） 

安佐北中は安佐北高のものを使用 

２校 各校９４台 

２校 ９２台 
高等学校 

（普通科） 
２校 ４９台 

１校 １４８台 

１校 １１５台 
高等学校 

（専門科） 
１校 ５２台 

養護学校 １校 １７台 

  (a) 導入状況 

 

 

ｂ 高等教育機関における情報 
科学教育 

 
 

  (a)  内容 広島市立大学に情報科学部を設置 
収容定員  840人 
 広島市立大学大学院に情報科学研
究科を設置 
  収容定員 博士前期課程 168人 
         博士後期課程  84人 

なし 

 


